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1 はじめに

現代の学校教育における大きな課題として、不

登校の問題がある。不登校とは「何らかの心理的、

情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、

児童生徒が登校しないあるいはしたくともできな

い状況にあること（ただし、病気や経済的理由に

よるものを除く）」を言う（平成 4年学校不適応対

策調査研究協力者会議報告）。学校基本調査（文

部科学省，2015）によると、2014 年度の年間 30 日

以上の不登校児童生徒数は小学校で 25,864 人（発

生率 0.39）、中学校で 96,786 人（2.76）である。特

に中学校では不登校生徒数が多く、1980 年代始め

に約 1万人であったものが 2001 年度には 11 万人

余りに達し、この 6、7 年間は 9 万人代の横ばい状

態が続いている。

これまで、こうした不登校問題を解決するため

に学校教師は尽力し、文部科学省も対応策を講じ

てきた。大きな改革としては、1995 年度に子ども

の心の問題をケアするため中学校にスクールカウ

ンセラー（SC）の導入を開始した。その後、ニー

ズの高まりによって全国の公立中学校のみならず

小学校にも SCが配置されるようになり、一定程

度の成果を上げている。さらにその後、虐待や貧

困など家庭や地域等子どもを取り巻く環境の諸問

題と関係した不登校に対しても効果的な取り組み

を行うため、2008 年度からスクールソーシャル

ワーカー（SW）が導入された。これについては、

今のところ成果の分析が待たれている段階にある

と考えられる。

ところで、本学が所在する石巻市の不登校児童

生徒の発生率は、全国に比べ高い状況にある（2014

年度全国小学校の不登校児童発生率 0.39に対し

宮城県 0.41、石巻市 0.4：全国中学校 2.56に対し

宮城県 3.37、石巻市 3.3）（宮城県教育委員会，

2015a）。また、宮城県教育委員会の調査では、不

登校の児童生徒のうち小学校で 11％、中学校で

6.7％が東日本大震災の影響によること、それには

震災後の家庭環境や経済状況の変化、肉親や友人

などを亡くした精神的動揺、転校等による生活環

境の変化まで多様な要因があることが推測されて

いる（宮城県教育委員会，2015b）。特に震災で多

大な被害を受けた沿岸地域では、この先しばらく

は多面的に子どもの状態を理解し、必要な支援を

行っていく必要があると考えられる。

しかし現在、そうした地域での学校や教員の取

り組み状況が必ずしも十分明らかになっているわ

けではない。そこで本研究では、石巻地域の不登

校問題への解決アプローチの方策を探る手掛かり

を得るため、小中学校の教員への質問紙調査によ

り、震災後 4年を経過した時点における不登校問

題への取り組み状況を明らかにしたい。
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2 方法

(1) 対象

宮城県石巻市と隣接する 2 市 1 町にある公立小

学校・中学校の全教員を対象とした。小学校は合

計 45 校で対象者数 834 人、中学校は合計 24 校で

対象者数 526 人であった。

(2) アンケートの内容

回答者の属性や不登校への取り組み状況、一般

的に考えられている対応策への効果意識など 4 領

域にわたる質問と、不登校問題への取り組みのあ

り方に関する自由記述からなる質問票を作成し

た。4 領域とは、①回答者の属性、②回答者の所

属する学校としての取り組みへの評価（役割分担、

情報共有、定期的会合、校外関係機関との連携、

組織的機能の 5 項目）、③教員個人としての取り

組みの実施状況（指導記録簿等の活用、いじめ問

題、非行問題、発達障害評価、発達障害支援、保

護者との情報共有、学校外関係機関との連携の 7

項目）、④不登校問題への一般的な対応策につい

ての効果意識（児童生徒への個別のメンタルサ

ポート、研修、スクールカウンセラーとの連携、

スクールソーシャルワーカーとの連携、校外適応

指導教室との連携、校内別室登校、保健室の活用、

法的権利に関する理解、支持的学級作りと人間関

係の育成、心身の障害の理解、保護者との相談・

連携、関係機関との連携の 12 項目）である。これ

ら質問項目はすべて、探索的なものとして今回筆

者らが作成したものである。

(3) 実施手順

アンケート用紙は以下の手順で配布、実施、回

収した。①アンケート用紙を当該地域の教育委員

会の協力を得て各小中学校へ配布、②各学校の担

当者がアンケート用紙と返却用の個別封筒を各教

員に配布、③回答者は回答を記入後、各自厳封し、

担当者へ提出、④担当者は提出されたアンケート

用紙を大学へ返送する。

(4) 分析方法

データの統計的分析にはIBM SPSS Statistics

20を用いた。

3 結果と考察

(1) アンケートの回答者数、有効回答率

全体 69 校、対象者数 1,360 に対し、回答者数

1,050、有効回答率 77.2％であった。

(2) 回答者の属性

ⅰ）回答者の年齢（表 1）

20 代 の 人 数 は 231（22.0％）、30 代 は 191

（18.2％）、40 代 は 294（28.0％）、50 代 は 324

（30.9％）、60 代は 7（0.7％）、無回答 3（0.3％）で

あった。40 代と 50 代の教員の合計比率が約 6 割

で、安定的な組織運営が可能である反面、組織的

な活性化という面では今後の課題を含んでいる可

能性があると考えられた。

ⅱ）回答者の性別（表 2）

女性の人数は 517（49.2％）、男性 528（50.3％）、

無回答 5（0.5％）で、男女比はほぼ同じであった。

ⅲ）勤務年数（表 3）

「1〜5 年」の人数は 262（25.0％）、「6〜10 年」

120（11.4％）、「11〜15 年」89（8.5％）、「16〜20

年」113（10.8％）、「21〜25 年」128（12.2％）、「26〜30

年」171（16.3％）、「31〜35 年」113（10.8％）、「35

年以上」30（2.9％）、「無回答」24（2.3％）であっ

た。

ⅳ）現在の役職（表 4）

「校長」の人数は 54（5.1％）、「教頭」59（5.6％）、

「主幹教諭」13（1.2％）、「教諭」694（66.1％）、「養

護教諭」70（6.7％）、「講師」153（14.6％）、「無回

答」7（0.7％）で、約 7割が「教諭」であった。

ⅴ）クラス担任の有無（表 5）
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0.760 代

0.3無回答

100.0合計

231

％

表 1 年齢

人数年齢

1050

3

7

324

294

191

22.020 代

18.230 代

28.040 代

30.950 代

517

％

表 2 性別

人数性別

1050

5

528

49.2女性

50.3男性

0.5無回答

100.0合計
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「現在クラス担任有り」の人数は 613（58.4％）、

「現在クラス担任無し」は 422（40.2％）、「無回答」

15（1.4％）であった。

ⅵ）不登校生徒の担任経験の有無（表 6、表 7）

「現在不登校担任有り」の人数は 156（14.9％）、

「現在不登校担任無し」は 883（84.1％）、「無回答」

は 11（1.0％）であった。「過去不登校担任有り」

は 718（68.4％）、「過去不登校担任無し」は 325

（31.0％）、「無回答」は 7（0.7％）であった。また、

現在に至るまで不登校の子どもを担任した経験が

ない教員数は 296（28％）であった。

(3) 学校としての取り組みへの評価

各教員が所属する学校としての取り組み 5 項目

（①担任、学年主任などの役割分担、②職員会議で

の情報共有、③校内関係者による定期的な会合、

④校外の関係機関との連携、⑤組織的機能）につ

いて、「十分」から「不十分」までの 5 件法で評価

を求めた（表 8）。このうち、「概ね十分」と「十

分」の回答比率を調べたところ、最も多いのが「情

報共有」77％、次いで「役割分担」71.7％、「組織

機能」66.5％、「定期会合」63.2％、「外部連携」60.4％

の順であった。また、「十分」から「不十分」の回

答をそれぞれ 5〜1 点で得点化し、平均値を算出

した（表 9）。一元配置分散分析を実施したところ

有意差があり（F(4,4516)＝ 33.16，p ＜ .001）、多

重比較（等分散が仮定される場合Bonferroni、仮

定されない場合Tamhaneによった）の結果、「情

報共有」が他の 4つの取り組みより有意に高く、

「役割分担」が「外部連携」と「組織機能」より有

意に高かった（いずれも p ＜ .001）。このことか

ら、学校では不登校児童生徒の情報共有や対応の

際の役割分担等は、相対的によく行われていると

考えられた。

(4) 教員個人としての取り組み状況

教員個人の取り組み 7 項目（①個別の児童生徒

を理解するために引継ぎ簿や指導記録簿を活用、

②いじめ問題の発生の有無の確認、観察、指導、

③非行問題の発生の有無の確認、観察、指導、④

発達障害に関連する評価シートやチェックリスト

などを活用、⑤発達障害を有する児童生徒への個
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613

％

表 5 現在クラス担任の有無

人数担任

1050

15

422

58.4有り

40.2無し

1.4無回答

100.0合計

12.221-25 年

16.326-30 年

10.831-35 年

2.935 年以上

2.3無回答

262

％

表 3 勤務年数

人数年数

24

30

113

171

128

113

89

120

25.00-5 年

11.46-10 年

8.511-15 年

10.816-20 年

合計 100.01050

6.7養護教諭

14.6講師

0.7無回答

100.0合計

54

％

表 4 現在の役職

人数現在の役職

1050

7

153

70

694

13

59

5.1校長

5.6教頭

1.2主幹教諭

66.1教諭

156

％

表 6 現在不登校担任の有無

人数現在の不登校担任

1050

11

883

14.9有り

84.1無し

1.0無回答

100.0合計

718

％

表 7 過去不登校担任の有無

人数過去の不登校担任

1050

7

325

68.4有り

31.0無し

0.7無回答

100.0合計
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別の支援、⑥不登校の子どもをもつ保護者との情

報共有、⑦学校外の関係機関との連携）について

「十分行っている」から「行っていない」までの 5

件法で回答してもらった（表 10）。

「行っている」と「十分行っている」の合計比

率は、最も多いのが「いじめ対応」86.1％、次いで

「非行対応」80.7％、「指導記録簿等活用」73.7％、

「発達障害支援」54.2％、「保護者との情報共有」

49.5％、「発達障害評価」47.7％、「学外連携」40.2％

であった。また、「十分行っている」から「行って

いない」の 5 段階評価を 5〜1 点で得点化し、平均

値を求めた（表 11）。一元配置分散分析の結果、

有意差があり（F(6,6988)＝ 172.24，p ＜ .001）、

多重比較を行ったところ、「いじめ対応」が他のど

の取り組みより高く、「非行対応」と「指導記録簿

等活用」がともに「発達障害支援」「発達障害評価」

「保護者と情報共有」「学外連携」より高かった（い

ずれも p ＜ .001）。「保護者と情報共有」や「学外

連携」の平均値は低く、特に「学外連携」は他の

どの取り組みより低かった（いずれも p ＜ .001）。

以上より、教員は不登校に関連し、いじめや非

行対応、指導記録簿等の作成や活用などに比較的

熱心に取り組んでおり、保護者対応や学外との連

携はそれらに比べるとあまり行っていないことが

伺われた。

(5) 一般的対応策に関する効果意識

不登校問題に関する 12 項目の一般的対応策（①

児童生徒への個別のメンタルサポート、②不登校

問題対応のための研修、③スクールカウンセラー

との連携、④スクールソーシャルワーカーとの連

携、⑤校外の適応指導教室との連携、⑥校内での

別室登校の実施、⑦保健室の活用、⑧関係者によ

る、不登校問題を抱えた児童生徒の法的な権利に

関する理解、⑨支持的学級作りと人間関係の育成、

⑩児童生徒の心身の障害の理解、⑪保護者との相

談・連携、⑫関係機関との連携）について、「効果

有り」から「効果なし」まで 5 件法で回答を求め

た（表 12）。

まず目立つのは、「関係機関との連携」への無回

答が 342 人とひときわ多かったことである。これ
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507（48.3）組織機能

やや不十分 概ね十分

表 8 学校としての取り組みへの評価 人数（割合）N＝ 1050

どちらとも取組内容

27（2.6） 69（6.6）

199（19.0） 144（13.7）41（3.9） 110（10.5）

十分 無回答

553（52.7）役割分担

482（46.0）情報共有

416（40.0）定期会合

440（41.9）外部連携

158（15.0） 145（13.8）41（3.9） 189（18.0）

194（18.5） 149（14.2）52（5.0） 204（19.4）

244（23.2） 147（14.0）60（5.7） 176（16.8）

325（31.0） 144（13.7）

3（0.3）

不十分

10（0.9）

11（1.0）

7（0.7）

3（0.3）

0.80組織機能

4.0

SD

表 9 学校としての取り組みの平均値

平均値取組内容

3.8

3.8

3.9

4.2

0.74役割分担

0.73情報共有

0.89定期会合

0.87外部連携

439（41.8）発達障害支援

学外連携

ほとんど行って
いない

行っている

表 10 教員としての取り組み 人数（割合）N＝ 1050

少し行っている取組内容

20（1.9） 89（8.5）

200（19.0） 42（4.0）42（4.0） 163（15.5）

十分行っている 無 回 答

574（54.7）指導記録簿等活用

649（61.8）いじめ対応

636（61.0）非行対応

374（35.6）発達障害評価

148（14.1）231（22.0）

130（12.4） 39（3.7）92（8.8） 265（25.2）

127（12.1） 35（3.3）160（15.2） 266（25.3）

207（19.7） 33（3.1）43（4.1） 113（10.8）

255（24.3） 30（2.9）

29（2.8）

行っていない

93（8.9）146（13.9）374（35.6）145（13.8）88（8.4）204（19.4）保護者との情報共有

83（7.9）103（9.8）319（30.4）166（15.8）

85（8.1）

88（8.4）

18（1.7）

7（0.7）
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は、関係機関との連携の経験が少なく、効果の判

断をしにくい教員が多いことを示している可能性

がある。次に、「効果有り」と「やや効果有り」の

合計比率を多い順に見ると「保護者との連携」

96.3％、「障害の理解」90.4％、「支持的対応」89.2％、

「メンタルサポート」88.8％、「SC 連携」86.6％、

「保健室活用」83.6％、「別室登校」80.8％、「SW連

携」82.8％、「対応研修」76.6％、「適応指導教室連

携」65.8％「関係機関との連携」54.8％、「法的権利

の理解」50.7％であった。また、「効果あり」から

「効果なし」までの 5 段階評価を 5〜1 点で得点化

し、平均値を求めたところ（表 13）、「保護者との

連携」が 4.7と最も高く、「法的権利の理解」が 3.6

と最も低かった。

(6) 学校としての取り組みの類型化と教員個人

としての取り組みの特徴

ⅰ）クラスター分類

得点に不備が見られなかった 899 名を対象に、

標準化得点を用いた階層的クラスター分析（ward

法、平行ユークリッド距離）を実施した。その結

果、4つのクラスターを得ることができた。各ク

ラスターの 5 項目の平均値を算出し、その特徴か

ら第 1クラスターを「全体的取組型」、第 2クラス

ターを「個別対応重視型」、第 3クラスターを「情

報優位型」、第 4クラスターを「チーム対応重視型」

と名づけた（表 14）。

これら 4 つのクラスターの平均値をレーダー

チャートで表したものが図 1である。「全体的取

組型」は 5 項目全てで得点が比較的高く、該当者

は 364 名と最も多かった。「個別対応重視型」は、

役割分担と情報共有の得点は比較的高いが、定期

会合、外部連携、組織機能は低く、該当者は 2 番

目に多い 273 名であった。「情報優位型」は情報

共有は高いが、それ以外の得点はいずれも低く、

該当者は 158 名であった。「チーム対応重視型」

は、情報共有と定期会合、外部連携で得点が高い

が、役割分担は 4クラスターの中で最も低かった。

該当者は最も少ない 104 名であった。

ⅱ）各クラスターにおける教員個人としての取り

組みの特徴

各クラスターごとに教員個人としての取り組み
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1.09発達障害支援

1.38保護者と情報共有

1.36学外連携

3.9

SD

表 11 教員としての取り組みの平均値

平均値取組内容

2.9

3.2

3.4

3.3

4.0

4.1

0.88指導記録簿等活用

0.68いじめ対応

0.80非行対応

1.14発達障害評価

455（43.3）適応指導教室連携

保健室活用

342（32.6）255（24.3）320（30.5）124（11.8）9（0.9）0（0）関係機関との連携

あまり効果なし やや効果有り

表 12 一般的対応策への効果意識 人数（割合） N＝ 1050

どちらとも取組内容

26（2.5） 204（19.4）

562（53.5） 22（2.1）7（0.7） 88（8.4）

効果有り 無回答

371（35.3）メンタルサポート

514（49.0）対応研修

395（37.6）SC 連携

399（38）SS 連携

14（1.3）2（0.2）

236（22.5） 21（2.0）25（2.4） 310（29.5）

470（44.8） 13（1.2）17（1.6） 145（13.8）

515（49.0） 5（0.5）14（1.3） 112（10.7）

290（27.6） 9（0.9）

0（0）

効果なし

3（0.3）0（0）保護者との連携

7（0.7）360（34.3）509（48.5）158（15.0）16（1.5）0（0）別室登校

7（0.7）385（36.7）492（46.9）150（14.3）

支持的対応

9（0.9）549（52.3）400（38.1）89（8.5）2（0.2）1（0.1）障害の理解

6（0.6）715（68.1）296（28.2）30（2.9）

3（0.3）

6（0.6）

9（0.9）

7（0.7）

23（2.2）125（11.9）407（38.8）428（40.8）56（5.3）11（1.0）法的権利の理解

15（1.4）533（50.8）403（38.4）95（9.0）4（0.4）0（0）
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7 項目の実施状況の平均値を算出した（表 15）。

各項目ごとに最も高い得点と最も低い得点を調べ

たところ、「全体的取組型」はいじめ対応、非行対

応、発達障害評価、発達障害支援の 4 項目が全ク

ラスターの中で最も高く、「チーム対応重視型」は

指導記録簿等活用および保護者との情報共有、学

外連携の 3 項目が最も高かった。

逆に「個別対応重視型」では、発達障害支援、

保護者との情報共有、学外連携の 3 項目で最も低

く、また「情報優位型」では指導記録簿等活用、

いじめ対応、非行対応、発達障害評価の 4 項目で

最も低かった。「個別対応重視型」は、先に見たよ

うに教員間での情報共有や役割分担はよくできて

いるが、経過をフォローする会議や組織的対応、

石巻地域における不登校問題への取り組みについて
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※統計的有意差（一元配置分散分析・多重比較) 「役割分担」Ⅰ、Ⅱ＞Ⅲ、Ⅳ；Ⅲ＞Ⅳ
「情報共有」Ⅳ＞Ⅰ、Ⅱ；Ⅲ＞Ⅰ；Ⅱ＞Ⅰ 「定期会合」Ⅳ＞Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ；Ⅰ＞Ⅱ、Ⅲ；Ⅱ＞Ⅲ
「外部連携」Ⅰ、Ⅳ＞Ⅱ、Ⅲ；Ⅲ＞Ⅱ 「組織機能」Ⅰ＞Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ；Ⅳ＞Ⅱ、Ⅲ

情報共有 外部連携

表 14 クラスター分類と平均値（SD）N＝ 899

定期会合
学校取組

クラスター名

4.2（0.72） 3.7（0.88）

4.2（0.66） 3644.0（0.77） 4.2（0.74）

組織機能 クラスター人数

4.2（0.64）Ⅰ全体的取組型

3.2（0.86Ⅱ個別対応重視型

3.9（0.69）Ⅲ情報優位型

4.2（0.75）Ⅳチーム対応重視型 3.9（0.72） 1044.5（0.59） 4.5（0.67）

3.6（0.77） 1584.4（0.65） 3.1（0.74）

3.5（0.84） 273

4.2（0.66）

役割分担

3.3（0.81）

3.7（0.73）

4.2（0.63）

※教員の取り組みの各項目において、○印は最も高い、網掛けは最も低い得点であることを示す
※統計的有意差（一元配置分散分析・多重比較) 「いじめ対応」Ⅰ＞Ⅲ、「非行対応」Ⅰ＞Ⅲ、「発達障害支援」Ⅰ＞Ⅱ、Ⅲ 「学外
連携」Ⅰ、Ⅳ＞Ⅱ

○ 3.3（1.27）

2.9（1.31）

2.7（1.26）

3.2（1.37）

学外連携いじめ対応
発達障害
評価

表 15 クラスターごとに見た教員個人としての取り組みの平均値（SD）

非行対応
教員取組

クラスター

4.1（0.64） 3.9（0.74）

○ 3.6（1.05） 3.3（1.37）○ 4.2（0.68） ○ 4.1（0.81）

発達障害
支援

保護者と
情報共有

○ 3.4（1.11）Ⅰ全体的取組型

3.2（1.12）Ⅱ個別対応重視型

3.2（1.14）Ⅲ情報優位型

3.2（1.23）Ⅳチーム対応重視型 3.5（1.07） ○ 3.4（1.33）4.1（0.62） 3.9（0.83）

3.3（1.07） 3.2（1.36）4.0（0.65） 3.8（0.78）

3.3（1.12） 3.2（1.02）

3.9（0.9）

指導記録簿
等活用

○ 4.0（0.81）

3.8（0.77）

3.8（0.91）

図 1 4 つのクラスターのレーダーチャート

情報共有

定期会合外部連携

組織機能

役割分担

全体的取組型 情報優位型
チーム対応重視型 個別対応重視型

4.54.5

3.53.5

2.52.5

44

33

0.80適応指導教室連携

0.73別室登校

0.74保健室活用

0.81法的権利の理解

0.67支持的対応

4.4

SD

表 13 対応策への効果意識の平均値

平均値項目

4.4

3.6

4.2

4.2

3.9

4.3

4.3

4.0

0.68メンタルサポート

0.80対応研修

0.79SC 連携

0.80SSW 連携

0.664.4障害の理解

0.554.7保護者との連携

0.754.2関係機関との連携
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外部との連携推進などが不十分と考えられたグ

ループである。こうした場合、発達障害への支援

や保護者との情報共有、学外連携など実践的な面

での取り組みが十分行われていない可能性が考え

られた。また、「情報優位型」は情報の共有だけが

高いグループであるが、この場合、対応策を検討

する会議や具体的な役割分担が不十分、また関係

資料の確認を通しての不登校児童生徒の理解、い

じめ、非行、発達障害などへの具体的対応が不十

分になっていることが危惧された。

(7) 全体の相関

学校としての取り組みと教員個人としての取り

組み、また一般的な対応策に対する効果意識の関

係を見るため、これまで不登校生徒に関わった経

験がないと答えた 296 名を除いた 754 名を対象に

相関分析（Pearson・両側）を実施した（表 16）。

一般的な対応策の効果意識については項目数が多

いことから、今回は各項目の平均値からクラス

ター分析を行い、類似のまとまりに分けた。その

結果、概念的にも納得しうる以下の 4つのまとま

りが得られたのでそれを採用し、以下のように命

名した。障害の理解、保護者との連携、支持的対

応、メンタルサポートの 4 項目からなる「コミュ

ニケーション対応」、SC 連携、SW連携の 2 項目

からなる「相談機能活用」、別室登校、保健室活用

の 2 項目からなる「支援場所工夫」、対応研修、関

係機関との連携、適応指導教室連携、法的権利の

理解の 4 項目からなる「制度的対応」である。

表 16では、相関係数が 0.4 以上のセルを濃く網

掛けし、0.2 以上 0.4 未満のセルを薄く網掛けして

ある。一般的な対応策への効果意識と学校として

の取り組みとの相関では、「相談機能活用」や「制

度的対応」の効果意識が、学校の取り組みの全 5

項目（役割分担、情報共有、定期会合、組織機能）

と 0.2 程度ながらも弱い有意な正の相関を示して

いた。こうした主に制度的なハード面の効果意識

と学校としての取り組みへの評価は関連している

ことが伺える。一方、教員個人としての取り組み

との相関では、「制度的対応」と非行対応のみに

0.2 程度の弱い有意な正の相関が見られただけで

あった。

また、学校としての取り組みと教員個人として
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表 16 効果意識・学校の取り組み・教員の取り組みの相関
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の取り組みとの相関では、学校としての取り組み

5 項目は、教員個人としての取り組みのうち保護

者との情報共有を除く 6つの項目と 0.2 程度の弱

い有意な正の相関を示す場合が多かった。しか

し、保護者との情報共有のみとは相関があるとは

言えない結果であった。これは、保護者対応が今

回挙げた学校としての取り組みのいずれにも支え

られておらず、教員個人の資質や努力に委ねられ

ている可能性が高いことを示唆するものである。

(8) 自由記述の分析

不登校問題への取り組みのあり方に関する自由

記述の内容について、研究者 2 名により KJ 法を

実施した。まず記述を 1つの内容ごとに分け、同

じ内容をまとめた。さらにそれら類似の内容を上

位概念に統合し、カテゴリー名をつけた。その結

果、大きく 4 つのカテゴリーが生成された（表

17）。最も多く 4 割（225 度数）を占めたのは「組

織的対応」カテゴリーで、内容は「学校全体での

支援・情報共有」「教員負担の大きさ解消」「未然

防止への取り組み」「学級づくりの支援」「早期対

応」「管理職のあり方」「教員の研修」「情報の引き

継ぎ」からなっている。この中で最も多かったの

は「学校全体での支援・情報共有」であり、この

カテゴリーの約 1/5を占めていた。次いで多かっ

たカテゴリーが「関係者・関係機関との連携」（度

数 193、約 3割）で、内容は「家庭の問題と関連あ

り」「関係機関連携」「保護者と協力」「保護者への

支援」「SC・支援員等との連携が難しい」「学校外

の居場所・目標を」「社会全体の課題」であった。

最も少ない約 1割を占めたのは「個々に応じた支

援」「傾聴・寄り添い」「子ども理解」からなる「個

別支援」カテゴリーであった。

以上の結果から、教員は組織的対応の充実に向

けた体制整備の強化や学校全体での支援及び情報

共有、また家庭や関係機関との連携が重要だと認

識していることが理解できた。

4 まとめと今後の課題

不登校問題に対する学校としての取り組みで

は、6、7 割の教員が 5 項目全てに「概ね十分」も

しくは「十分」取り組めていると答えていた。一

方、教員個人としての取り組みでは、「行っている」

もしくは「十分行っている」と答えた教員の割合

は項目によって差があり、いじめ対応、非行対応、

指導記録簿等活用では 7 割を超えていた。逆に、

発達障害評価、学外連携、保護者との情報共有な

どでは「行っている」や「十分行っている」と答

えた教員の割合は 5 割以下に留まっていた。

ただし、クラスター分析からわかったように、

学校としての取り組み状況にはいくつかのパター

ンがあり、それによっては教員の取り組み状況に

違いが見られた。これは、当然ながら学校として

の態度や取り組みと、教員個人の取り組みに関連

があることを意味している。今回は小学校と中学

校を分けた分析や学校ごとの分析を行っていない

が、特に学校ごとの特徴を分析することにより、

その学校の評価しうる点や、逆に不十分な点も明

らかにできる可能性がある。今回の知見をヒント

に、さらに分析を進めていく必要がある。

また、全体としては学校としての取り組みでも

教員個人の取り組みでも、特に外部機関との連携

石巻地域における不登校問題への取り組みについて
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度数

表 17 自由記述のカテゴリー、内容

内 容カテゴリー

その他その他

100％557合 計

カテゴ

リー合計

社会全体の課題

64
（11.5％）

35個々に応じた支援

個別支援 19傾聴・寄り添い

10子ども理解

75
（13.4％）

75

保護者と協力

28保護者への支援

14SC・支援員等との連携難しい

10学校外の居場所・目標を

7

教員の研修

8情報の引き継ぎ

193
（34.6％）

48家庭の問題と関連あり

関係者・関係
機関との連携

44関係機関連携

42

未然防止の取り組み

18学級づくりの支援

18早期対応

12管理職のあり方

8

225
（40.4％）

113学校全体での支援・情報共有

対応のための
組織的対応

28教員負担の大きさ解消

20
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の平均値が低く、あまり行われていない状況に

あった。その必要に迫られていない、連携すべき

機関についての情報がないなど、その理由は様々

考えられるが、今回の調査では明確にすることが

できなかった。多様な背景を持つ不登校児童生徒

への支援が、学校や家庭だけでなく社会全体の課

題になりつつある中で、民間の NPO 団体なども

含む地域の広いサポート資源への認識、理解促進

のための努力や交流なども必要なのかもしれな

い。

教員個人の取り組みでは、さらに保護者との情

報共有も不十分であった。対応策としての効果意

識では、保護者との情報共有に効果があると答え

た教員が 9 割を越えており、他の対応策の中でも

ひときわ高く評価されているにも関わらず、実際

には十分行われていないことが理解できる。ま

た、この取り組みは学校としての 5つの取り組み

のいずれとも相関がなかった。このことは、保護

者対応が重要だと認識しながらも、個人的努力に

まかされ、多忙な中で十分に行うことができてい

ない教員が多いことを示している可能性がある。

今後は、教員が抱いている保護者対応の困難点だ

けでなく、保護者から見た学校や教員、学校外の

機関への期待も探り、保護者支援のあり方につい

て広く検討する必要があろう。

今回は、学校として、また教員としての不登校

問題への取り組みが、実際不登校の児童生徒の状

態に改善をもたらしたかどうかについてまでは確

認しなかった。様々な取り組みの効果意識だけで

なく、現実的に効果があるかどうかも含めたさら

なる研究は今後の重要な課題である。
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